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1　はじめに

賃金，健康といった個人の経済的，非経済的アウ
トカムと教育水準の間の高い相関は広く知られてい
る 1）。このように教育は個人の生涯に多大な影響を与
えうる重要な政策トピックであり，各国で広く議論が
なされている 2）。日本では国が教育政策の大枠を定め
ており，それらの政策は数年に一度改訂されている。
この教育政策に関して近年大きく議論されたトピック
の一つが「ゆとり教育」である。特に 2002 年度以降
に実施された「完全学校週 5 日制」の導入により，授
業時間の大幅な削減が行われ，その後に行われた国際
学力調査結果の悪化により，日本の学力低下が議論さ
れることとなった。

授業時間の増加は比較的簡単で，実行可能性が高い
オプションの一つであり，その効果に関して政策的な
関心は高い 3）。一方で少人数教育といった他の教育資
源と比較すると授業時間が学力に与える効果に関する
研究は多くない。この問いは一見，自明のようではあ
るが，その因果効果の推定にはいくつかの困難が伴
う。一つは，授業時間の十分な変動である。多くの国
では授業時間が均一であり，授業時間が学力に与える
効果を識別するための横断面的なデータの変動が得づ
らい。二つ目は，授業時間の内生性問題である。例え
ば，もともと能力の高い学生はより授業時間が長い学
校に入学するかもしれず，この場合，授業時間の効果
が過大に推定されてしまう 4）。Lavy（2015）はこれら
の問題に対処するために，国際学習到達度調査から得
られたデータと生徒個人の各科目の情報をパネル構造
として利用した識別戦略を用いて，授業時間が学力に
与える影響を分析している。

2　データと推定手法

Lavy（2015）では，国際的な学力格差を各国間の

授業時間の違いで説明しようと分析を試みており，そ
のため，国際比較可能な学力調査データを分析に用い
る必要がある。そこで，Lavy（2015）は経済協力開発
機構（OECD）により実施された PISA という国際学
習到達度調査から得られたデータを分析に用いた 5）。
PISA の調査対象は 15 歳の生徒であり，数学的，科学
的リテラシー，読解力に関する調査が行われる。同時
に，性別，家族構成といった生徒自身の情報，授業時
間といった学校の情報も収集されている。Lavy（2015）
が分析に使用した PISA2006 では 56 カ国から 40 万人
を超える学生が調査に参加しており，授業時間や生徒
のテストスコアに関する十分なデータの変動を有して
いる。

Lavy（2015）における，識別の基本的なアイデア
は，一人の生徒の教科ごとに異なる授業時間とテスト
スコアのバリエーションを利用することにより，個人
や学校の固定効果を取り除くことにある。したがっ
て，Lavy（2015）では，PISA2006 により収集された
3 科目のデータをプールし，以下のモデルを推定して
いる。

ここで，Aijk は学校 jに在籍する生徒 iの科目 kに
関するテストスコアである。また，Hkj は学校 jの科
目 kの授業時間，Xij，Sj は観察可能な個人と学校の
属性を表しており，µi，εj，ηk はそれぞれ，個人，学校，
科目の観察されない異質性を表している。ここで，µi
は，個人の家庭に関する状況や，科目ごとに共通な認
知能力，非認知能力などを含んでいる。また，uijk は
誤差項である。したがって，このモデルでは授業時間
がテストスコアに与える効果（λ）がすべての教科で
同一であるという仮定のもと推定を行っている。ここ
で上記のモデルを最小二乗法（OLS）で推定する場合

Aijk = µi + λHkj + βXij + δSj + (εj + ηk) + uijk . . . (1)
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には，推定値 λ̂ は µi，εj の欠落から生じるバイアスの
影響を受けてしまうかもしれない。そこでLavy（2015）
は上記モデルを生徒×科目のパネルデータとして取り
扱い，固定効果（FE）モデルで推定することにより，
それらの欠落変数バイアスに対処した 6）。

しかしながら，上記のモデルでは，学校の科目ごと
の異質性から生じる内生性バイアスに関しては，対処
することができない。例えば，数学が得意な生徒はよ
り数学に対する教育が拡充した学校へ入学するかもし
れない。Lavy（2015）では，いくつかの頑健性チェッ
クによりこのようなバイアスについて議論を行ってい
る。本稿では省略するが，それらのチェックでは概ね
頑健な結果が得られている。

3　分析結果

Lavy（2015）では，PISA2006 参加国をいくつか
の国グループに分けて分析を行っている。本稿では
OECD 諸国，開発途上国の 2 つのグループにおける分
析結果について紹介する。

はじめに，OECD 諸国における分析結果について記
述する。上記のモデルの推定により，授業時間の係数
の推定値は，OLS では 0.196，FE モデルでは 0.058 と
なり，どちらも統計的に有意であった。ここで OLS
の推定値は FE モデルの推定値の約 3.4 倍であり，上
記の欠落変数バイアスのストーリーと整合的な結果と
なっている。FE モデルに従うと 1 時間の授業時間の
増加が 0.058 標準偏差だけ PISA テストスコアを上昇
させることが示唆された。また，推定結果は自然実験
を利用した他の研究と非常に近い推定値であった 7）。
性別で分けて同様の推定を行っても，推定結果は大き
く変わらなかった（男 : 0.050（FE） , 女 : 0.056（FE））。
一方で，親の教育水準が高い生徒と比べると親の教育
水準が低い生徒の方が授業時間の係数が 35% 大きく，
また，ネイティブと比べると移民第 2 世代の生徒の方
で係数が 30% 大きくなっている。このように，家計
の属性により授業時間が生徒の学力に与える効果が異
なることが示唆された。

他方，開発途上国では，FE モデルにおける授業時
間の推定値は，OECD 諸国と比べると非常に小さいも
のであった。フルサンプルでの推定値は 0.030 であり，
OECD 諸国の推定値（0.058）の約半分ほどであった。
これらの結果から，開発途上国では，OECD 諸国と比
べて授業時間の生産性が低い可能性が示唆された。授

業時間の生産性の異質性に関しては，開発途上国のサ
ンプルでは，男子生徒と比べて女子生徒の方が約 38%
授業時間の推定値が大きくなっていた。また，親の教
育水準が高い生徒の方が低い生徒より推定値が 26%
ほど大きくなっており，開発途上国では OECD 諸国
と異なった異質性の傾向が見られた。

これらの分析結果では，2 つのグループ内のいずれ
の属性においても，授業時間の係数は正に有意に推定
され，授業時間の増加が生徒の学力を上昇させる可能
性が強く示唆された。一方で，OECD 諸国と開発途
上国との間では，授業時間の生産性に大きな差があ
り，授業時間の量のみならずその質も重要であること
が示唆されることとなった。それらの結果を踏まえ
た上で，Lavy（2015）では，授業時間といくつかの
学校の属性との交差項を推定モデルに追加することに
より，授業時間の質に関しても簡単な分析を行ってい
る。分析の結果，例えば，教職員の配置など教育資源
の配分に関する自治権と授業時間との交差項が有意に
正で推定され，自治権による効率的な資源配分が授業
時間の生産性を高めた可能性が示唆された。

4　おわりに

Lavy（2015）は国際的な学力格差と各国間の授業
時間格差の関係性を PISA2006 を用い分析した。その
結果，授業時間の上昇が生徒のテストスコアを改善し
うる可能性が示唆された。また，授業時間の効率性と
学校の自治権等の正の関係性も示唆された。一方で，
Lavy（2015）の結果は，無作為化実験や自然実験を
用いた分析と比べると，その因果的解釈は限定的であ
るかもしれない。しかしながら，可能な限り内生性バ
イアスに対処し，識別に必要な仮定の妥当性を検証し
ており，一定の信頼を得うる推定結果であると考えら
れる。

近年，日本でも「科学的証拠」に基づく政策議論が
行われはじめ，財務省が国内外の学術研究を基にし
て教職員数と学力の関係について議論を行っている 8）

など教育政策もその例外ではない。最近では，Lavy
（2015）が分析に用いた PISA などの国際学力調査の
データは容易に利用することができ 9），全国学力・学
習状況調査のデータを利用した研究 10）もある。この
ように，教育という重要な政策トピックに対して科学
的証拠に基づいた政策議論が行われるためにも，さら
なる実証研究の蓄積が望まれる 11）。
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 1）教育と賃金の関係は Card（1999），教育と健康の関係は
Grossman（2006）にてサーベイされている。

 2）第 2 次安倍政権においても，本年 6 月 9 日に閣議決定され
た「経済財政運営と改革の基本方針 2017」の中で，教育の
質の向上に関する提言がなされた。http://www5.cao.go.jp/
keizai-shimon/kaigi/cabinet/2017/decision0609.html

 3）前米大統領であるオバマ大統領が 2009 年に行ったスピー
チの中でも，授業時間の増加に関して議論がなされている。
http://www.nytimes.com/2009/03/10/us/politics/10text-
obama.html

 4）また，成績の悪い学生により長く授業をするという可能性
も考えられる。この場合推定値は過少バイアスの影響を受け
てしまう。このように，バイアスの方向性の予測が難しい点
もこの研究の難しい点である。

 5）データの詳細は，http://www.oecd.org/pisa/ （OECD: 英語）
もしくは http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/ （国立教育政
策研究所 : 日本語）を参照されたい。

 6）この FE モデル推定では，通常のパネルデータ分析におけ
る，「時間」を「科目」として取り扱っており，したがって， 
　　　　　　　　　　を OLS により推定している。ここで， 
　　　　　　　　　　　　　　　，　　　，また，　　をコン
トロールするために，科目ダミーをモデルに加えている。

 7）Lavy（2012）．
 8）財務省ホームページ （教職員数と学力の関係）: http://

www.mof.go.jp/zaisei/matome/zaiseia271124/kengi/02/04/
kyoushokuin01_02.html

 9）PISA の他にも，国際教育到達度評価学会（IEA）が行っ
ている TIMSS というデータも利用可能である。データの詳
細は，https://timssandpirls.bc.edu/ （IEA: 英語）もしくは，
http://www.nier.go.jp/timss/ （国立教育政策研究所 : 日本語）
を参照されたい。

10）Akabayashi and Nakamura（2014）．
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ÿijk = yijk − 1

3

∑
j∈{math,science,reading} yijk 　

　
　
η̈k

1

Aijk = µi + λHkj + βXij + δSj + (εj + ηk) + uijk . . . (1)

　
　
　
Aijk 　
　
　
j 　
　
　
i 　
　
　
k 　
　
　
Hkj 　
　
　
j 　
　
　
k 　

　
Xij，Sj 　
　
　
µi，εj，ηk 　
　
　
µi 　
　
　
uijk 　
　
　
(λ) 　
　
　
λ̂ 　
　
　
µi，εj 　
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11）日本における最近の実証研究の一例としては，Kikuchi
（2014） は 1981 年 に 行 わ れ た 学 習 指 導 要 領 の 効 果 を，
Kawaguchi（2016），Kubota（2016）は 2002 年の学習指導
要領改訂の効果を分析している。
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